
 

２０２５年度事業計画 

 

○ 中期事業方針を踏まえ、以下の取り組みを展開する。 

 

  

 Ⅰ．挑戦と変革による次世代の産業づくり(重点課題１) 

１．ＧＸの推進 

２．ＤＸの推進 

３．スタートアップ支援とイノベーションエコシステムの構築 

Ⅱ．連携と適応による持続可能な地域づくり(重点課題２) 

１．デジタルを活用した持続可能な地域社会の実現 

２．第一次産業の活性化 

３．地域資源の活用による観光の促進 

Ⅲ．重点課題対応を支える基盤施策 

１．地域を支える人材の育成・確保、働き易く暮らしやすい環境の整備 

２．交通インフラの整備促進  

３．行財政改革・広域連携の推進 

Ⅳ．連携・要望活動等 

 

 

  



 

Ⅰ．挑戦と変革による次世代の産業づくり（重点課題１） 

１．ＧＸの推進                              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）地域企業との連携した取り組みの推進と円滑なＧＸ実現に向けた環境整備 

① 中国地域カーボンニュートラル推進協議会の活動を通じた、国内外の政策動向の情報

収集と情報展開・啓発活動、脱炭素化に向けた企業間連携の推進 

② 電力や燃料の専門部会における検討結果を踏まえた、コンビナートをはじめとする地

域協議会や自治体等の活動との連携強化、および必要となる施策に関する要望活動 

（２）脱炭素社会の実現に向けた持続可能なエネルギーミックスの構築推進 

① カーボンニュートラルやエネルギーミックスの構築推進に係る講演会、視察会等による

理解促進・啓発活動 

② 原子力発電の推進や再生可能エネルギーの導入拡大等を踏まえた、第７次エネルギ

ー基本計画に掲げるエネルギーミックスの構築に向けた政府等への要望活動 

 

  

当地域はエネルギー多消費産業が多く、当地域が将来にわたり持続的に発展していく

ためには、再エネや原子力といった非化石エネルギーの比率を高めつつ、第 7 次エネル

ギー基本計画に掲げられたエネルギーミックスの達成に向けて取り組んでいく必要があ

る。 

また、国のカーボンニュートラル実現のため取り組みの柱がＧＸ経済移行債を活用した

対応となる中、本移行債を効果的かつ継続的に活用するための環境整備も欠かせない。 

更に、カーボンニュートラル実現の鍵を握るカーボンニュートラル燃料の普及拡大のた

めには、地域の実情に応じたサプライチェーンの構築が必要不可欠であり、地域の官民

や民民といった多様な実施主体による連携強化が重要となる。各自治体においては既に

官民からなる協議会を設置し取り組みを進めており、こうした地域協議会と課題を共有し

連携して取り組んでいくことは、当地域のカーボンニュートラルを推進していくうえで大変

重要な取り組みとなる。 

 



 

２．ＤＸの推進                               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）デジタル人材の育成強化を含む支援内容の整備と提供 

①  地域企業ニーズに即したデジタル人材育成、リスキリングに向けた、大学・民間企業と

連携した実践的カリキュラムの提供 

② 各支援機関による支援内容および取り組み事例等の整備と地域内への積極的な情報

発信・展開 

（２）支援機関とのネットワークによるＤＸ実装の伴走支援 

① 地域企業や支援機関等の意識改革・知識習得・推進力向上に向けたセミナー等の開

催 

② 支援機関連携のネットワークを活用した情報交換会や意見交換会等の開催 

③ 各支援機関の連携による伴走支援事例の創出と活動内容の展開 

  

製造業比率の高い当地域においては、デジタル技術の活用等により、高度化・複雑化

するものづくり現場における生産性向上や効率化を図り、産業の競争力強化を進めること

が急務である。当経連では、これまで、地域企業のＤＸ推進に向け諸施策を展開してきた

が、比較的大手の事業者の取り組みは徐々に進んでいる一方、中堅・中小企業において

は、デジタル人材・情報・資金等の不足といった課題を抱え、自力での実装展開が困難な

事業者も少なくない。 

こうした状況の中にあっては、地域金融機関・IT 企業などの支援機関の役割が重要で

あり、今後は、これまでの諸施策の改善とともに、支援機関同士の連携を強化しながら支

援機能の充実を図り、企業への伴走支援に積極的に取り組んでいくことが求められる。 



 

３．スタートアップ支援とイノベーションエコシステムの構築             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）産学官金の連携強化による新たなイノベーションの創出支援 

① オープンイノベーションの加速、新技術・製品開発に向けた産学官金の連携強化と共創

を促すネットワークづくり 

② 地域内企業が有する最先端テクノロジーの開発促進・活用方策に関する調査、および

情報発信 

（２）地元に根付いたディープテック・スタートアップのビジネス創出と拡大支援 

① 「J-Startup West」等の当地域における支援プロジェクトと連携した、大学発スタートアッ

プと地元企業とのマッチング等による、グローバルに活躍するディープテック系スタート

アップの創出・育成支援 

（３）学生等の起業意識・挑戦する意欲の醸成 

① 地域の将来を担う学生の起業意識・リテラシーの向上と、産学官連携によるスタートア

ップエコシステムの構築による若手起業家の発掘・育成支援 

  

当地域経済の持続的な発展を実現するためには、既存産業の競争力向上に留まら

ず、次の時代の核となる産業を発掘していく必要がある。そのような産業を見出し、育成

するためには、その芽となるスタートアップの創出と育成が重要となる。 

当地域においては、「J-Startup WEST」をはじめとする支援プロジェクトを通じ、スタート

アップの数は徐々に増加しているものの、グローバル市場で活躍できるスタートアップは

依然少なく、今後は、質的にも、成功レベルが高く、将来の地域を牽引する可能性を持っ

たディープテック分野のスタートアップの創出・育成に力を入れていく必要がある。 

そのためには、産学官金の連携により、大学等の研究機関が持つ優れた技術シーズを

発掘・事業化へと繋げる、イノベーションエコシステムを形成していく必要があり、特に資金

調達や人材確保などの面において、中長期的な視点での持続的な支援が求められる。 



 

Ⅱ．連携と適応による持続可能な地域づくり（重点課題２） 

１．デジタルを活用した持続可能な地域社会の実現                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）デジタルライフラインの地域内実装促進 

① デジタルライフラインの政策動向や社会実装に関する情報収集と地域への情報展開・

啓発活動、地域内実装に向けた器づくり 

② 地域活性化・課題解決に資するデータ利活用に向けた情報交換・調査・啓発活動、政

府等への要望活動 

 

２．第一次産業の活性化                          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）農業の法人化促進 

① 企業の農業参入の現状・課題に関する調査・研究、並びに法人参入モデルの検討 

② 農産物のブランド化・適正な価格設定・農業の６次産業化等、収益性のある経営モデル

等の検討 

（２）スマート農業の社会実装促進 

① 「中国地域スマート農業促進交流会」を活用した、農業現場の課題解決の促進 

② 「中国地域スマート農業ラボ」と連携した、中山間地域に適したスマート農業技術の開

発・普及の支援 

（３）一次産品の輸出促進 

① 一次産品の輸出を通じた生産者の収益増への貢献 

人口減少と少子高齢化が進む当地域において、人々の快適な生活を維持するために

は、これを支える革新的サービスの提供を可能とするデジタル技術の幅広い活用が求め

られるが、そのためには、業界や企業等の枠を越え、多種多様なデータを活用可能とする

デジタルによる共通基盤が必要となる。 

国も地方創生の観点から、デジタルライフラインの整備を進める方向性を打ち出してお

り、当地域においても、地域へのデジタル社会インフラの整備を進めていくことが求められ

ている。 

中山間地域の主要産業である農業や水産業等第一次産業の活性化は、当地域の持

続的な経済的発展に重要な役割を果たす。 

また、国土・環境の保全や地域の景観維持などといった多面的な機能を発揮していく観

点もあることから、農業などの第一次産業の活性化に取り組んでいくことは重要である。 

以上を踏まえ、第一次産業の中でも最も産出額が多い農業にフォーカスし、担い手不

足や適正な価格形成による所得向上といった農業の課題の解決に資する取組みを進め

ていく。  



 

３．地域資源の活用による観光の促進                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）地域資源を活用した地域づくりや新たな観光スタイルを踏まえた需要開拓 

① 瀬戸内海の魅力を活用したクルーズツーリズムの推進 

② 地域の魅力を活用したサイクルツーリズムの推進 

③ 地域の維持・発展と持続可能な観光の実現に向けた行政、観光事業者等との連携強

化 

（２）インバウンド需要の拡大に向けた情報発信・受入環境整備 

① 中国地域観光推進協議会の支援を通じた広域観光の促進と情報発信 

② 外国人観光客の利便性向上、満足度向上に資する受入環境の整備 

（３）観光産業の振興に資する調査・要望 

① 観光推進に向けた情報収集、情報提供 

② 要望活動の実施 

 

 

  

観光産業は国の成長戦略の柱のひとつとして、インバウンド需要の増加などによ

る幅広い経済効果が期待される分野であるとともに、島嶼部や中山間地域が多い当

地域の資源を活用して交流・関係人口の拡大を図るためにも重要な産業である。 

当地域の観光需要はコロナ禍前の水準を超えるまで回復したものの、インバウン

ド需要には地域差が見られ、旅行消費単価も低い。持続可能な観光産業の振興を図

るためには，当地域全体への誘客促進と体験型観光の推進などによる観光消費額の

拡大を目指す必要がある。 



 

Ⅲ．重点課題対応を支える基盤施策 

１．地域を支える人材の育成・確保、働きやすく暮らしやすい環境の整備     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）若者・女性等の多様な人材の活躍に向けた機運醸成、働き方改革の推進 

① 「中国地域の輝く企業～オンリーワン・ナンバーワン企業～」の情報充実と大学・高等

専門学校等への情報発信強化による若者等の地元企業への定着推進 

② 「中国地域女性ビジネスコンテスト SOERU（ソエル）」の開催を通じた女性による起業推

進、女性起業家同士のネットワーク作り 

③ 「人口減少対策専門部会」を通じた、多様な人材の確保・育成、働き方改革等のあり方

の検討 

④ 国際競争力の強化・人的資本の充実に向けた外国人留学生の当地域企業への就業

促進 

⑤ 女性・外国人材等の多様な人材の活躍促進に関する調査・提言・要望の実施 

 

 

 

 

  

少子高齢化や若者の域外流出などにより、人口減少問題が顕在化する中、当地域の

持続的発展を支える人材の育成・確保は最重要課題の１つである。 

その観点から、若者や女性・外国人を含む多様な人材が活躍できる地域づくり等の取り

組み強化が求められている。 

当経連としては「学生等若者の当地域への還流と就職の促進」、「女性・外国人材等の

活躍促進」に焦点を絞り取り組むとともに、多様な人材が活躍できる環境整備として「企業

の働き方改革」の機運醸成に取り組む。 



 

２．交通インフラの整備促進                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 交通基盤整備の促進 

① 広域連携・国土強靱化に資するシームレスな道路ネットワークの整備促進等 

・ 山陰道のミッシングリンク解消や、中海・宍道湖８の字ルート、下関北九州道路など圏域

中心都市間を結ぶ道路網、広島・岡山都市圏における都心部道路網の整備促進など 

広域連携・都市機能の強化に資する要望活動 

・ 災害に備えた道路ネットワークの構築に向けた要望活動 

② 時代に即した港湾の整備促進 

・ 中国地方国際物流戦略チームの活動等を通じた、拠点港湾の整備促進など物流の生

産性向上・物流ネットワークの強靱化に資する要望活動、啓発活動 

・ 港湾脱炭素化推進協議会への参画等によるカーボンニュートラルに資する港湾整備へ

の支援 

③ 航空ネットワークの維持・拡大 

・ 当地域の航空路線の維持・拡大、利用促進や、拠点空港としての広島空港の機能充

実・強化に資するアクセス網の整備促進などに向けた要望活動 

④ 交通基盤整備に関する情報収集、啓発活動 

・ 物流ネットワーク強化に関する情報収集、啓発活動 

・ 時代や環境に応じた交通サービスの進化を支えるデジタル・新技術の活用に関する情

報収集 

  

持続可能な産業振興を図り、当地域の変革と成長を確かなものとするためには、生活

基盤と産業活動を下支えする、社会インフラの整備・利活用の促進が不可欠である。 

加えて、災害やパンデミックの状況下でも命と暮らしを守り、社会経済活動が停滞しにく

いレジリアントな地域づくりを支える、交通インフラの強靱化が一層重要になっている。 

このため、中小都市が散在するという当地域の特徴を踏まえ、政府・自治体・他の経済

団体等との連携を強化しながら、地域の自立・活性化や広域的な経済・生活圏の形成に

資する交通インフラの整備促進に取り組んでいく必要がある。 



 

３．行財政改革・広域連携の推進                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）税制改革要望 

① 会員企業への地域の政策課題に関するアンケート・ヒアリング調査結果などを踏まえ

た税制改革要望のとりまとめ・政府・与党税制調査会への要望 

（２）行財政改革・広域連携の推進 

① 我が国および地域の持続的な発展に必要となる行財政制度改革、首都圏一極集中是

正、広域連携推進、防災減災等に関する情報収集・政策要望と改革気運の醸成 

② 「次期中国圏広域地方計画」の策定に向け、協議会への参画と施策充実への支援 

③ 九州地域との交流人口や経済の拡大に向けた、関門圏域の観光・産業振興、社会基

盤整備等への取組支援 

④ 広島市主催「広島の拠点性強化に向けた懇話会」を通じた魅力ある地域づくりに資する

提言の実施 

 

 

  

当地域が様々な構造的課題の解決に向けた取り組みを進めていくためには、地域の創

意工夫による取り組みに加えて、変化に即した財政支援や地域間の連携も重要となる。 

当地域の実情に応じた税制や広域的な視点に基づく行政サービス、地域づくりの実現

を促すため、各企業の要望を汲み取り、他の経済団体とも連携しつつ、関連省庁・与党税

制調査会への税制要望や各種調査・提言などを通じた「税制改革要望」、「広域連携」など

の取り組みを推進していく。 



 

Ⅳ．連携・要望活動等 
 

 

 

 

 

 

 

 

（１）行政・経済団体との連携活動 

① 地域の広域的な課題に対する、中国地域発展推進会議（中国５県、各県経済団体代

表、当連合会）や中四国サミット（中四国９県、四経連、当連合会）での官民共通認識の

形成、日本経済団体連合会との経済懇談会や西日本経済協議会を通じた対応策の

取組推進 

（２）政策要望 

① 委員会活動等を通じて検討された諸施策の実現に向けた中国地方選出国会議員への

働き掛けと政府・与党への要望の実施 

② 西日本経済協議会（西日本６経済連合会）の活動を通じた政府・与党への要望の実施 

（３）会員との懇談活動 

① 地区ごとの会員懇談会と新会員懇談会における当連合会活動状況の報告と意見交換 

（４）広報活動等 

① 会報、ホームページを通じた会員や関係機関への情報発信、マスコミへの情報提供等 

（５）創立 60 周年への対応等 

① 記念式典等の検討・準備、新ビジョンの策定等 

 

 

 

地域の発展に資する活動を展開するうえで、行政・経済団体との連携や、地域の課題

解決策の国の施策への反映に向けた取り組みは極めて重要である。 

行政や経済団体、国会議員との懇談会の開催、政府や関係機関に対する提言・要望

活動を継続的に行っていくとともに、会員との懇談、広報活動の強化に取り組む。 

また、当経連は、2026 年度に創立 60 周年を迎えることから、関連行事の検討・準備を

行うとともに、内外情勢の変化を踏まえ、新たなビジョンの策定に向けた対応を進める。 


